Legal Points of Administrative Destruction of Dogs and Cats by 今泉 友子
論 説
犬・猫行政殺処分の法的論点の整理










































(２) アメリカの数値は、USA Today紙2007年８月12日掲載 ?Merits of no-kill
 
shelters questioned”の記事により参照。イギリスの数値は、イギリスの動物保護









犬 93，807 32，944 64，061 2，068 612 1，857
ねこ 177，785 10，621 165，771 10，974 809 9，752




































































































































































































































































































































































































































抑留 返還 殺処分等 殺処分率
1998年 191，693 17，932 173，761 90．6%
1999年 166，647 16，308 150，339 90．2%
2000年 151，574 15，336 136，238 89．9%
2001年 126，570 15，004 111，566 88．1%













































































































































1998年 169，878 8，984 6，961171，596 5．3% 297，8781，476 1，936295，4530．5%
1999年 145，432 9，512 5，872145，146 6．5% 275，7911，478 1，176274，6700．5%
2000年 129，850 9，913 4，038142，055 7．6 275，8651，824 1，165273，9110．7%
2001年 117，39911，576 2，368124，041 9．7% 273，0682，245 440272，8840．8%











































































































































合計（有効回答数) 104 100．0% 102 100．0%
０日間 ０ 0．0% ８ 7．8%
１日間 １ 1．0% ７ 6．9%
２日間 ０ 0．0% ４ 3．9%
３日間 23 22．1% 22 21．6%
４～７日間 68 65．4% 54 52．9%







































































2003年 839 141 53 25 698 83．2%
警
察
2004年 1，402 176 53 18 1，226 87．4%




引取り数 返還数 殺処分数 返還率 殺処分率 公示 保管




猫 118 ０ 117 0．0% 99．2% ２日間 ４日間
計 296 22 273 7．4% 92．2% - -
早法87巻３号（2012）248
で動物愛護センターへ引き継がれ、２日＋４日保管された後の動向を示し
たものである。前者の返還率が軒並み80％以上であるのに対し、後者の返
還率は犬が12．4％しかなく、猫に至っては０％である。「動物の愛護の観
点から見て適正」とされて改正された「遺失物法」の結果が、“動物愛護”
とはかけ離れたものとなってしまっている。
但し、「遺失物法」それ自体は、遺失物の拾得、返還に係わる手続きを
定めたものであるので、問題は「遺失物法」にあるのではなく、やはり、
旧「遺失物法」よりも遥かに“動物愛護”を発揮できない「動物愛護法」
にあるだろう。立法趣旨に沿わない法の現実と向かい合い、速やかに当該
法自らによって猶予期間の基準を示すべきである。もしそれがなされない
のであれば、当該法35条２項における“引取りによる処分”が“殺処分”
に至る点において、かつては“逸走の家畜”の所有権として保障されてい
た迷い犬・迷い猫の飼い主の所有権に対する重大な侵害と捉えて是正を迫
ることも法理論上は可能であろう。もしくは、民法195条の「動物の占有
による権利の取得」を用いて、家畜以外の動物が飼主の占有から離れてか
ら１ヶ月を待たずして、まるで行政が占有権を取得したかのごとく“処
分”を行うことの是非について問うこともできるだろう。
また一方で、この問題は、犬・猫が「遺失物法」における“物件”とは
違う“物件”であるとされたことをどう捉えるかという議論にも発展しよ
う。つまり、「人・物二元論」に基づいて動物を“物”とみなすことを当
然とする法的世界に対して、「動物法」に関わる議論は、動物を単なる財
産権の客体として捉えるのではなく、何らかの“権利の主体”たらしめる
法理論が組み立てられるかどうかという、果敢で、時に無謀ともとれる法
律論への挑戦を含む議論なので
(41)
ある。この「改正遺失物法」において、も
し犬・猫が一般の“物件”ではないならば、何なのか。「動物法」の最も
深い本質的な議論への素材を提供してくれるのかどうなのか。この問題に
(41) 青木人志『日本の動物法』東京大学出版会（2009年）209-225頁は、動物を法
人として理論構成し、動物法の新たな地平・未来を描いてくれている。
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ついては、次稿で検討したい。
さて、“猶予期間”の議論に戻ることとして、法律論において所有権が
どの法的主体のもとにあるかどうかに関わらず、すべての保管動物にとっ
てこの猶予期間の短さは、平等に生存の機会を大きく奪うものである。分
け隔てることなく、出来る限りの猶予を提供するべきである。そもそも、
「狂犬病予防法」における最低３日の基準とは、何を根拠にした日数なの
であろうか。実は、この規定は、1954年の「改正狂犬病予防法」において
変更されたものである。それまでの1950年「狂犬病予防法」においては、
「二日の公示期間満了後、三日以内」の最低５日間が猶予期間であった。
これを1954年の改正で、公示後「三日以内」を「一日以内」に変更して、
現在の最低３日の猶予期間とされた。国会の改正審議において、この変更
についての明解な根拠は見られない。唯一、齋藤弘吉参考人が、以下のよ
うに指摘しているのみである。「現在までの東京都の統計を見てみますと、
大体捕まった犬を受取りに来ますのが三日以内だそうでございます。三日
以内と申しますのは、持主のわかっている犬は内容証明便で持主に通知い
たしますし、捕まっても持主のわからない犬は区役所で二日間繫留いたし
ますので、抑留の三日と併せて五日間であります。五日間のうち、三日以
内に大体受取りに来るから、あとの二日を除いてもいいじゃないかという
ことから一日以内に改めたのでございましようが、（以
(42)
下、略）」という発
言から判断するしかないが、公示期間合わせて最低３日間の根拠は、“飼
い主が受け取りに来るだいたいの日数”ということだったようである。本
章第２節の検討の繰り返しになるが、現在は1950年代当時のような、捕獲
犬に対して狂犬病でないことを確認できないほどの緊急性があるわけでは
ない。真に「狂犬病予防法」の趣旨に沿うのであれば、狂犬病の発症がな
いことを確認できる期間を最低の猶予期間とするべきである。その期間
は、当該法第７条の「輸出入検疫」の規定に従い、「犬等の輸入検疫制度」
(42) 第19回国会参議院厚生委員会議録第20号（昭和29年３月29日）［007］齋藤弘吉
参考人の発言より抜粋。
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の待機
(43)
日数を参照して本来は180日間とするべきであろう。これによって
「狂犬病予防法」が一つの基準を提供できれば、犬・猫を問わず、「動物愛
護法」における自治体の猶予期間の基準へも大きなインパクトを与えるこ
とができるはずである。
第五節 “行政殺処分”の問題性と“法”の位置
さて前節までの検討のとおり、もし仮に、「動物愛護法」において“殺
処分”を禁じた場合、またはその代替案として新たに充分な猶予期間の基
準を規定した場合、法理論どうりの効果、または実効性が獲得できるもの
であるのか。残念ながら、別に新たな課題が生まれてくることになると言
わざるを得ない。つまり、“殺処分”を行わない場合、“返還・譲渡”を徹
底させ、それを適正に行うことが重要な行政の責務となるわけだが、その
実現のためには、保管動物のための保管施設の確保・飼養管理、所有者・
飼養希望者の発見、譲渡の場合の飼養者の選定・指導などが必要となり、
そのための予算・人材の確保が不
(44)
可欠となる。これについて、地域内の政
治と行政構造の実態を把握したうえで法制度設計の必要性を説く打越綾子
教授によれば、各自治体ともに逼迫した財政状況にあり、人間の生活に直
接的に資する生活分野ではない動物愛護管理分野への予算拡張・人員拡充
に対して社会的合意は得られないとし、「もし仮にそれらの確保が可能で
あったとしても、手厚い保護や助成を行政が正面切って保証することは、
逆に無責任な飼い主の増加を助長する可能性もあり」、「そうした主張は、
動物愛護への反発を惹起することにもつながりかねない。いかなる政策分
野といえども、地域社会の世論や予算のバランスを逸脱した対応を期待す
ることはできず、それを逸脱する場合には何らかの副作用が発生すること
に
(45)
なる」と指摘する。
(43) 狂犬病抗体が検出できるまでの期間を指す。
(44) 環境省発行『譲渡支援のためのガイドライン』（平成18年３月）３頁を参照。
(45) 打越綾子「自治体における動物愛護管理政策の構造と過程（東京都ハルスプラ
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たしかに、青木教授の指摘にもあるような「動物の保護・管理をまっと
うすることができず、かといって動物を自らの責任で安楽死させることも
できない“だらしのない”飼
(46)
い主」のニーズに合わせて、どんどん増えて
いく保管動物の数に追いつけない自治体の譲渡体制と膨れ上がる経費。そ
の結果、「引取り待ち」のような状況が生まれ、待ちきれない“だらしの
ない”飼い主によって犬猫たちは山に放たれ、そして野犬化する。そうな
ると、「狂犬病予防法」の出番であって、捕獲・抑留が始まる。捕獲・抑
留するのも同じ自治体の業務である。「引取り待ち」の保管施設に、捕獲
動物を抑留し続けることもできず、「狂犬病予防法」の“抑留による処分”
の方法として緊急性を担保に“殺処分”を選択することになる。曲解であ
ってほしいところだが、このようことが容易に想像できてしまう。結局、
「動物愛護法」において折角、“殺処分”を禁じても、行政の体制や譲渡先
の手当て、飼い主のモラルの質等によっては、犬・猫たちに回り道をさせ
ただけで、「狂犬病予防法」の“殺処分”を受け皿に使われてしまうこと
になるのかもしれない。法を用いて“殺処分”を単に禁じるだけで、“殺
処分”の問題を解決できるわけではないのである。つまり、行政殺処分を
根本的に減じさせるためには、自治体の動物愛護センターにおける“引取
り→殺処分”というような“川下”において法がいくらダムを作っても、
川上にあるペット市場において需給量が大きいままであれば、“市場→引
取り”という上流域での流れが大河となり、結局川下は氾濫し、ついには
ダムも決壊してしまうということだろう。
ンを事例にして）」成城法学73号（2005年）44、46頁を引用。
(46) 青木「前掲論文」注（16）30頁から引用。
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第３章 残された課題
第一節 まとめ
以上、犬・猫の“行政殺処分”に焦点を当てて、その法的正当性を検討
してみたが、その立法趣旨から“殺処分”の選択を排除できないのは、
「狂犬病予防法」に基づく“抑留による処分”についてのみであるという
結論を得た。しかも、それは、狂犬病蔓延の緊急性に限定して正当化しう
るものであって、通常措置としての“殺処分”は正当化しえないものであ
った。一方、現在、通用されているその他の“処分”つまり、「動物愛護
法」に基づく“引取りによる処分”と、同じく「動物愛護法」に基づく
“負傷動物の収容による処分”については、いずれも“殺処分”の選択を
正当化できる法的根拠は発見できなかった。また、現在の“殺処分”まで
の猶予期間についても、やはり正当化しうる法的根拠を見出せなかった。
これらの矛盾を解消するためには、「動物愛護法」において、“殺処分”と
いう選択を禁じること、もしそれが不可能ならば、充分な猶予期間の最低
基準を示すことによって、“返還・譲渡”という“処分”を徹底させるこ
とが必要であった。
但し、その実現のためには、相応の予算拡張・人員拡充といった行政の
体制づくりや、地域社会の世論やモラルなどによって実効性を裏付けなけ
れば、いくら法を用いて行政に“殺処分”を禁じたところで、野犬化・野
猫化といった副作用を生み出しかねず、その結果、“殺処分”に対して社
会的妥当性を与えかねないことになる。つまり、行政殺処分を根本的に減
じさせるために法が果たすべき場所は、自治体が行う“殺処分”という
“川下”においてだけではなく、遥か川上の水源地域、つまりはペットと
いう名の犬・猫を対象とした需要と供給が織りなす“市場”においてとい
うことになろう。
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第二節 残された課題
動物たちを取り巻く悲劇をできる限り取り除くためには、動物取扱業者
への規制強化が必要であるという考え方は、動物保護に何らかの形で係る
人々、そして、とりわけコンパニオンアニマルにシンパシーを感じる人々
の中では、既に共通認識となっている。現在、進行中の「動物愛護法」の
改正作業においても、「動物取扱業の適正化」は重要な改正骨子の一つと
して、さらなる検討が進められて
(47)
いる。これはまさに“川上”ともいうべ
きペット市場において、適正な生産方法・取引方法およびそこでの適正な
飼養管理に関するルールをどのように作っていくのかという議論である。
筆者もこの議論そのものの価値に共感する者の一人である。しかし、さら
に一歩、先に踏み込んだ議論の必要をも感じている。
つまり、この「動物取扱業の適正化」の議論が求めているのは、生産と
取引、そして商品管理に関するルールを業界団体・取扱業者に課して、適
正な品質を保証して消費者との契約の安定性を図ることである。もちろ
ん、「動物たちの生命・健康を守るために」という趣旨がここに着くこと
が重要なのであって、他の消費財と同等の規制のあり方を求めた議論では
ないことは了解している。しかし、本当に求めていくべきは、生産・取
引・管理の適正化以上に、需給バランスの適正化、つまり供給量への規制
であろう。かたや、日本の産業界は優秀なのである。あらゆる規制を受け
入れ、その枠の範囲で最大限の努力を惜しまず、高品質、効率性、生産力
を獲得してきた。おそらくペット業界も同じである。規制を受け入れなが
(47) 関係者からのヒヤリングやパブリックコメント等を参考にしながら「中央環境
審議会動物愛護部会 動物愛護管理のあり方検討小委員会」が「動物愛護法改正案
骨子」の一つとして「動物取扱業の適正化について（案）」を2011年７月20日に発
表している。主な内容は、午後８時以降の展示を禁止、インターネット販売への現
物確認、対面での説明と販売を義務づけ、移動販売の業者に感染症対策と個体識別
による追跡の徹底、オークション、老犬・老猫ホームを規制対象に追加、生後一定
期間の販売禁止などである。
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ら高品質だけではなく、これまで以上の効率性、生産力をいずれ手に入れ
て、消費者ニーズに応えた魅力的な商品、すなわち血統書付きの犬や猫を
品数豊富に取り揃えて消費者に提供してくれるだろう。
しかし、おそらく現場で、ひとつでも多くの命を救おうと日々奮闘され
ている各動物愛護団体やボランティアの方々が求めているのは、こういっ
た現れ方ではないであろう。“川下”に不要とされた命が流れて来ないこ
と、もし流れついても、いつでも迎える余裕のある?里”があること。そ
ういった現れ方ではないかと考える。つまり、市場において人為的に供給
調整を行い、総需要が総供給を上回る状態をつくることによって、動物の
命の価値を上昇させること。また、その結果として、常に消費者を品薄状
態に置き、市場以外からの供給がそれに応えられるよう促すこと、すなわ
ち保管動物となってしまった犬・猫たちが、犬猫を欲している消費者に引
き取られる機会が数多くあることである。求められるのは以上のようなこ
とであろう。まさに供給ショックによるスタグフレーションそのものであ
り、ペット産業における景気後退を与件とするものでもある。
人為的な供給調整の手法として有効なのは、量を規制する生産調整、あ
るいは参入規制ということになるだろう。量の規制については、多頭飼養
規制等が検討されている。一方、参入規制については、取扱業者への許可
制の導入が最初にとられるべき手段であろう。但し、取扱業の中でも必要
な規制の強弱が違うことを考慮し、特に生産業者に対して最も強い許可条
件を課すことが必要になるだろう。この許可制導入について、本稿注
（19）に付したように、環境省は、現在の登録制度に対して実質的に許可
制と同等レベルの規制であるという見解を示している。そのため、今回の
改正では、許可制の検討は見送り、適性化の具体策の内容について検討を
深めるとした。また、「許可制導入のためには、規制行政の現場となる自
治体の監視体制を前提とし、それを用意できない実態を看過し、または初
めからザル法になることを想定して、法律の条文を改正することできな
い」とする
(48)
指摘や、「ペットと人間の共生を目指したペット法整備が急務
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ではあるが、未だペットに公共性が存在されていない日本では時間が必要
である。とはいえ、現状のままでは不幸なペットが増えるばかりであると
し、取扱業者の自主規制を柱とした政策提言を提示する」
(49)
論者もいる。現
実的で説得力のある指摘である。おそらく、今回の法改正において許可制
導入の検討は時期尚早なのかもしれない。
確かに、法令で一般的に禁止されている行為について、特定の場合に限
ってその禁止を解除する“許可”という強い参入規制を導入するために超
えなくてはならないハードルは多い。一つは取引業者に対する“営業の自
由”への侵害をどのように超えるのかという点。その根拠となりうる“公
共の福祉”と動物との関係をどのように求めるのか。または、“契約の自
由”の制限をどうやって正当化するのか。動物は一般的な消費財と同等な
のか。保護されるべきは愛玩動物に限られたものなのか。以上のような論
点について精緻に議論していくことが必要となる。中には、理論化は不可
能と思われそうな論点もある。だがしかし、殺処分から犬・猫の命を実際
に救い出しているのは、動物愛護団体、ボランティア、動物愛護行政の担
当者、獣医師、そういった人々の苦悩に満ちた日々の活動によってであ
る。だからこそ、困難な議論であっても法学の分野でできること、法学の
分野でしかできないことから、法学に携わる者は逃げることをせず、今後
も続けられる「動物愛護法」の改正作業に向けて、議論を深めていく必要
があると考えるのである。
(48) 打越「前掲論文」注（43）43-44頁を参照。
(49) 福岡今日一「わが国におけるペット生体取引の現状と課題」同志社政策科学研
究第３巻１号（2002）199頁を参照。
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